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　2014 年 5 月の総選挙で大勝をおさめたナレンドラ・モディ首相率い
るインド人民党（BJP）政権は、「強いインド」を目指して、経済発展
の持続、軍事面では装備の国産化を進めている。外交政策では、ルッ
ク・イーストの中に、近隣諸国を重視する姿勢を織り込んでいる。近隣
諸国優先政策の鍵となっているのは「連結性」の概念であり、海への出
口を持たないインド北東地方とインドの他州との「連結」、インドとの
間で水利権や通過権で摩擦を抱える近隣諸国に対するインフラや輸送網
の支援を通した互恵的関係構築、そして中国の影響力伸長に対する牽制
と均衡という、3 つの戦略的意味合いを持っている。中国との関係で
は、経済的関係を重視しつつも国境問題では妥協しない姿勢を見せてい
る。米国との関係は、装備協力では摩擦が続いていくことが予測される
が、地域安全保障秩序では相当程度の利益の収斂が見られる。
　国防改革では、装備の国産化に向けて、外国資本を含む民間企業を積
極的に活用する方向が打ち出されているが、公共部門の抵抗も予想さ
れ、制度改革をどこまで進められるかが注目される。

1　総選挙とモディ政権の成立� ◢
（1）選挙過程から見るモディ政権の性格
　2014 年 4 月初旬から 5 月中旬にかけて 10 回に分けて投票が行われた
第 16 回連邦下院選挙の結果、野党 BJP が 545 議席中 282 議席を獲得し
た。BJP の勝利は予想されてはいたが、過半数議席の獲得は予想外で
あった。
　BJP の大勝はどのような要因によるのか。第 1 に、首相候補ナレン
ドラ・モディのカリスマ性である。BJP は 2013 年 9 月 13 日という早
い時期にモディを首相候補として発表し、年明けの 1 月 16 日にようや
くラフール・ガンディーを候補者として発表した与党コングレス党に差
をつけた1）。第 2 に、経済発展、ガバナンスの公約が有権者の心を捉え
た。モディ首相は、2001 年 10 月、グジャラート州首相に就任すると、
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外資導入を積極的に進め、2004～2012 年度の間、年平均 9.7％ の州経
済成長率を達成した実績を有している2）。この間インド全体の成長率が
4.5～9.6％ で推移したのに対して、グジャラート州では 6.8～15.0％ で
推移し、とくに工業部門の成長率は 9.5％ と全国平均の 6.9％ を大きく
上回った3）。この「グジャラート・モデル」による経済発展に対する選
挙民の期待が投票に反映した。第 3 に、選挙戦略である。BJP は、各
選挙区の特性に応じた綿密な候補者選び、IT 技術を駆使した世論分
析、ヒンドゥーの祭礼をかたどった演説会などを、党の中央主導で行っ
た。
　この結果、デリーを含む中部インドのヒンディー語地域、およびグジ
ャラート、マハーラーシュトラ両州を含む西部インドにおいては、特に
高い得票率を収め 243 議席を獲得した4）。政権発足後の州議会選挙で
も、BJP はモディ人気を梃子に躍進を続けている。10 月に行われたハ
リヤナ、マハーラーシュトラ両州議会選挙において第 1 党となり、コン
グレス党から州政権を奪取した。
　モディ政権はどのような性格を持つのか。第 1 に、ヒンドゥー・ナシ
ョナリズムの理念を内包した政権となろう。BJP は、全国に 4 万の支
部を持つと言われる民族奉仕団（RSS）の傘下にある政治組織である。
1925 年に結成された RSS は、「外国支配」により弱体化された「バー
ラト（＝インド）」のアイデンティティがいまだ回復されていないと認
識しており、ヒンドゥー文化に基づくネーションを作ることを組織の使
命としている5）。RSS は、組織の理念として、「ヒンドゥトヴァ（＝ヒ
ンドゥーらしさ）」を掲げる6）。「ヒンドゥトヴァ」の用語は、BJP のマ
ニフェストでは「文化的ナショナリズム」と置き換えられているが、マ
ニフェストには RSS の活動と共通する公約が複数見られる。その中に
は、1992 年にヒンドゥー教徒によって破壊されたアヨーディヤのモス
クの跡地にラーマ生誕地寺院を建立、ムスリムが住民の多数を占めるカ
シミールに特別な地位を認める憲法 370 条の廃止、といった政治的対立
を再燃させる問題が含まれている。BJP 党員の 6 割は、RSS 所属の経
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歴があるといわれており7）、モディ自身も少年時代から RSS に参加し、
21 歳の時に専属の活動家になっている8）。
　第 2 に、下院での過半数議席獲得を背景に、中央集権的な政権運営を
行うであろう。1998～2004 年の BJP 政権も、その後を継いだコングレ
ス党政権も、与党連合への参加政党や閣外支持政党に配慮する必要があ
った。この結果、これら各党が反対している法案を通過させることがで
きない、あるいは、州政治の運営において自党の州支部よりも、与党連
合に参加する地域政党の意向を尊重する事例が見られた。しかしモディ
政権においては、党と政府の一体化が実現し、首相府の決定権が強化さ
れている。また州政府に対する監督を強化するために、コングレス党系
の州知事に対して辞任を求め、8 月までに 8 つの州で州知事の交代を行
った9）。州議会選挙の結果を受けて組閣される州内閣の首班たる州首相
の選出にも、首相府の介入が見られるのは、マハーラーシュトラ州にお
ける BJP 州内閣の成立過程が示すとおりであり10）、モディ政権が党内
の人事を通して、州政治への監督権限を強化している様相がうかがえる。
　こうしたモディ政権の性格は、外交・安全保障政策にどのような意味
合いを持つのか。ヒンドゥスタンあるいはバーラトという国土概念と、
ヒンドゥー文化を共有する国民概念を結び付けるヒンドゥー・ナショナ
リズムを基礎理念とする BJP は、「1 つのインド、偉大なるインド11）」
をスローガンとしている。国民に対しては、国家への奉仕が求められ、
個別利益よりも国家が優先される。
　外交政策の目的は、「強く、自立的で、かつ自信を持ったインド」を
建設し、「国際社会の中で正当な地位を再び占めること」と明確に述べ
られている12）。第 1 次 BJP 政権は、1998 年に核実験を行うことによっ
て「強いインド」を実現しようとした。しかし、モディ政権の「強いイ
ンド」とは、一義的には「経済的に強いインド」であり、経済的に強く
なければ、「国際的な舞台」で発言を聞いてもらえない、という認識が
反映されている。2011 年から急激に後退し 4％ 台で推移する GDP 成長
率、同時期に急騰し 10％ 近辺で推移するインフレ率という経済環境を
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立て直し、成長を維持するためには外国からの直接投資を拡大すること
が、モディ政権の至上命題である。ヒンドゥー・ナショナリズムは、マ
ハトマ・ガンディーの提唱した「国産品愛用」（スワデーシ）を継承し
ており、RSS の一部には、外国資本に対する警戒が強く見られるが、
外国資本への市場開放は、モディ首相のイニシアティブで進められるこ
とになろう。モディ政権下の外交・安全保障政策は、あるインド人研究
者がいうように「内を強化し、外に関与する」政策といえる13）。

（2）安全保障政策の重点
　モディ政権の安全保障政策の 3 つの柱は、治安、国境問題、国防改革
である。当初 4 つめの柱となるはずであった核戦略は、選挙期間中に焦
点から外された。核戦略については、マニフェストの中で「核ドクトリ
ンの見直し」が言及されていたが、内外からの批判を受けて、2 週間後
に党首ラージナート・シン（後に内相）が「インドの先行不使用の見直
しは行わない」と釈明するにいたった14）。核ドクトリンの見直しは、パ
キスタンの戦術核を念頭に置いたものであったと考えられる。2013 年
11 月、パキスタンがハトフ-9 の 4 回目の飛翔実験を行ったことから、
インドの戦略家の間では、国境における印パの衝突に際してパキスタン
が戦術核を使用するのではないかとの懸念が高まった。ハトフ-9 は、
射程 60 km の弾道ミサイルで、核弾頭搭載可能であることから、パキ
スタンの戦術核能力が現実であれば、核使用へのエスカレーションを止
めつつパキスタンを制圧するために構築されてきたインド陸軍の限定戦
争ドクトリンが無力化されることになるからである15）。しかし、核ドク
トリンの見直しに対して、外国のメディアや研究者から抑止安定の危険
性や党としての強硬性などが指摘16）された結果、BJP は核ドクトリン見
直しを断念、あるいは少なくとも棚上げしている。事実上の核保有国の
地位を返上するような事態を避けるために、インドが責任ある核保有国
であることを対外的に示す必要があったからである。
　以下では政権発足後に残った 3 つの柱である治安、国境問題、国防改
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革を見ていくが、その前提として、マニフェストに描かれる安全保障上
の脅威・懸念を列記しておく。マニフェストが第 1 に挙げるのは「デリ
ケートな近隣諸国と国内治安問題」であり、これに続き、実効支配線の
越境侵犯、空軍戦闘機の老朽化、海軍の一連の事故による戦闘能力の逸
失、マオイストによる攻撃、パキスタンの支援するテロ組織に起因する
事案の増加、東部国境からの不法移民が列挙されている。第 1 の「デリ
ケートな近隣諸国と国内治安問題」は、主としてパキスタンを指すもの
と想定され、続く越境侵犯は「実効支配線」（LAC）と表記されている
ことから中国を指している。また不法移民の源泉はバングラデシュと想
定される。総じて、テロをはじめとする治安、中印の国境問題とその他
国境の管理、そして国防の近代化がモディ政権の関心事項になっている
ことがわかる。
　第 1 の治安であるが、2001 年 12 月の国会議事堂に対するテロ事件以
降、テロ対策はコングレス党と BJP を隔てる大きな争点となってき
た。図式化していえば、BJP が法制の強化（テロ防止法の復活）、法執
行権限の強化（州警察の能力向上、州をまたぐ捜査を行う国家捜査の強
化）、情報能力の強化、さらには強制外交（越境テロへの断固たる対応）
を組み合わせた強い対応を打ち出すのに対して、コングレス党は BJP
のテロ対策がムスリムに厳しいことを問題視し、各コミュニティ間の公
正性を担保し、国民の統合を維持することこそが重要であるとしてき
た17）。2009 年に行われた前回の総選挙では、BJP の狭隘なヒンドゥ
ー・ナショナリズムと対比させて、政教分離、リベラルな価値を強調し
たコングレス党に国民の支持が集まったが、今回の選挙では BJP から
の「甘さ」への批判に対してコングレス党が受け身となったためもあ
り18）、テロへの「許容ゼロ」を掲げた BJP に軍配が上がった。2008 年
12 月のムンバイ・テロは、パキスタンが犯人引き渡しに応じないこと
からインドにとって未解決の事件であり、また同様のテロを防止する有
効な手段も見出されていない。BJP がテロ対策に力を入れていること
は、国家安全保障顧問のポストにアジット・ドーヴァル元情報局長官を
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任命したことにも表れている。
　第 2 の国境問題は、主としてパキスタンと中国を対象とする。マニフ
ェストでは、パキスタンからの「越境テロ」に対しては強い対応が掲げ
られている。特徴的なのは、中印国境の問題を、インド北東地方の開発
問題と一体的にとらえる政策が打ち出されている点である。マニフェス
トには「中国」という国名は一度も登場せず、LAC の越境に対する対
策も安全保障政策の枠組みでは扱われない。しかし北東地方の開発とい
う枠組みの中で、アルナーチャル・プラデーシュ、シッキム両州におけ
る実効支配線沿いのインフラ整備を行うことが明言されている。モディ
政権が中印国境問題と北東地方政策とをリンクさせて重視していること
は、閣僚人事や予算からも伺える。アルナーチャル・プラデーシュ州選
出のキレン・リジジュ議員が内務担当閣外相（副大臣相当）に任命され
ている。2014 年度国防予算には、「国防鉄道網」という新規項目として
100 億ルピーが計上されている19）。
　第 3 の国防改革は、国防組織から装備、兵員の支援まで含む広範なも
のである。1999 年のカルギル委員会報告が提起した課題の積み残しを
引き継いでいるため、軍の国防政策決定過程への参加、軍の近代化、国
防技術の国産化といった、目標としては常識的であり実現の道筋が描か
れないものが列挙されている。その中で、実現への強い意思が感じられ
る の は、国 防 生 産 の 近 代 化 で あ る。BJP は、国 防 研 究 開 発 機 構

（DRDO）を強化するとともに、海外資本も含む民間セクターの参加を
奨励する、とする。
　以下国境問題については第 2 節で、国防改革については第 3 節で記述
する。

2　モディ政権のルック・イースト政策� ◢
　アジア太平洋地域におけるモディ政権の外交政策は、マンモハン・シ
ン前政権から引き継いだルック・イースト政策が基調となっている。ル
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ック・イーストは、1991 年のソ連の解体と、国際通貨基金（IMF）の
構造調整受け入れに伴う経済自由化を契機として、新たな経済関係を東
南アジア、東アジアに求めたナラシムハ・ラーオ政権の外交政策を指
す20）。東南アジア諸国連合（ASEAN）の経済成長に自らを結合させる
ために、2 国間、多国間両面において、ASEAN 諸国との関係構築を目
指したインドは、1995 年に ASEAN の域外対話国として認められ、96
年 ASEAN 地域フォーラム（ARF）に参加、2002 年 ASEAN・インド
首脳会議開始、と関係深化を果たしてきた。90 年代初頭、ラーオ政権
の財務相としてその過程に関わったマンモハン・シンは、首相として参
加した 2011 年の第 9 回 ASEAN・インド首脳会議において、「ASEAN
との連結性の強化はインドの戦略的目的である」と述べた21）。インド
は、2010 年の「ASEAN 連結性マスタープラン」の策定や、その推進
に積極的に関わってきた。これに先立ち、2005 年から南アジア地域協
力連合（SAARC）においても、交通網に限定してではあるが、インド
は「連結性」を提案してきた。しかし、インド経済に席捲されることを
懸念する SAARC 諸国の反応は鈍く、2008 年には域内のみならず域外
との連結性を同時に追求する方向に、SAARC もインドも転換してい
た22）。モディ政権は、SAARC 諸国との関係をルック・イーストをさら
に進化させた「アクト・イースト」政策の中に位置付け直そうとしてい
る。

（1）「近隣諸国優先」政策　―　「連結性」の戦略的意義
　モディ政権は、前政権の対近隣諸国政策が失敗であったと断定し23）、
自ら「近隣諸国優先」政策を打ち出している。まず、直接の近隣諸国で
ある南アジアとの関係を固めてから、東南アジアに関与していくという
姿勢であり、マニフェストにおいて強化すべき地域機構として SAARC
と ASEAN とを特に言及している。近隣諸国優先政策の実践として、
モディは、就任式に SAARC 7 カ国の首脳を招待した。また、国連総会
の機会を利用して、就任式に唯一出席できなかったバングラデシュのほ
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か、ネパール、スリランカとの首脳会談を行った。さらにモディ首相
は、最初の外遊先としてブータンとネパールを選択した。
　近隣諸国優先政策の鍵となっている概念は「連結性」である。「連結
性」は、陸 路、海 路、空 路 を 含 む 輸 送 網 の 強 化 を 意 味 す る が、

「ASEAN 連結性」の発展過程で、そこには港湾整備などさまざまなイ
ンフラ投資が付随するパッケージがイメージされるようになってきた。
インドは、インフラ投資を梃に、ブータン、ネパールとの経済関係を深
めようとしている。ブータンは、インドの支援により水力発電施設を建
設し、電力をインドに輸出しているが、2014 年 6 月の訪問中にモディ
首相は、両国の合弁企業が運営する 600 mw の発電プロジェクトの礎石
の除幕式に参加した24）。ネパールとの関係でも、モディ首相は「貿易・
通過・連結性・水力発電の分野での協力」の方向を打ち出したが25）、イ
ンドに対する経済的依存が機微な国内問題に発展しがちなため、1997
年の合意以来進展のないカルナリ・パンチェスワーリ発電所建設などで
の具体的合意には至らなかった。それでも 8 月 3～4 日の訪問中にモデ
ィ首相が行ったネパール制憲議会における演説は、一言一句にネパール
への敬意が込められ、インドに対する警戒を解くことに向けられていた
ため、インド側の変化を印象付ける効果が十分にあった26）。
　なぜモディ政権は近隣諸国重視政策をとり、「連結性」を追求してい
るのか。第 1 に、インドの北東地方の安定と発展の問題があげられる。
北東地方とは、独立時に辺境の部族地域として、憲法上別個の行政が敷
設された地域であり、その後さまざまな変遷を経て、現在はアルナーチ
ャル・プラデーシュ、アッサム、マニプル、メガラヤ、ミゾラム、ナガ
ランド、シッキム、トリプラの 8 州が含まれる27）。ネパールに隣接する
シッキムを除く北東地方 7 州は地形的に、ブータン、バングラデシュ、
ミャンマーに囲まれて海への出口を持たず、またインド本土との間は細
いシルグリ回廊でつながっている。この回廊は狭いところで 20 km の
幅しかない。シルグリ回廊が分断されるような極端な事態は想定しにく
いが、例えば中国軍がブータン国境付近に駐留するようなことになれば
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そのようなシナリオも考慮に入れる必要が出てくる。2002 年から中国
がブータンと国境画定交渉を開始したことをインドは一定の懸念を持っ
て見ている28）。より重要なのは、北東地方と本土との間の輸送路の確保
である。北東地方のトリプラ州の州都アガルタラからインド西ベンガル
州コルカタ港までの距離は、シルグリ回廊経由では 1,600 km である
が、バングラデシュ領内を通過すればその距離が 350 km に短縮され
る29）。さらにバングラデシュのチッタゴン港の利用が可能であれば、ア
ガルタラからの距離は 200 km となる。また、北東地方と近隣諸国との
間の人の移動は、治安に影響を与えている。バングラデシュやネパー
ル、ミャンマーからの不法移民の取り締まり、さらに北東地方で活動す
る反政府組織の制圧のためには、国境を接する近隣諸国の協力が不可欠
である。
　第 2 に、インドが近隣諸国、特にネパールやバングラデシュとの間で
常に抱えてきた水資源の分配、通過権問題がある。この 3 カ国の間でガ
ンジス川の取水をめぐって、上流国のダム建設が摩擦を引き起こしてき

図 5-1　北東地方

（出所）　各種資料をもとに作成。
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たが、「連結性」の概念は、電力開発を中心とするエネルギー供給、道
路や水路の輸送網といったインフラ整備をパッケージ化することによっ
て相互利益の方向に転換することを可能とした。ブータンやネパールに
対するインドの電力開発支援はこの例であるが、逆に北東地方トリプラ
州からバングラデシュへの電力輸出という協力項目もある。このように
隣国とインドの北東地方との間に、人、物、エネルギーの流れを作り、
一体的な地域経済圏として発展させる構想が成功すれば、もう一つの

「近隣国」ミャンマー経由で ASEAN に連結させ、日本や米国の投資を
呼び込むことにもつながる。
　第 3 に、近隣諸国における中国の影響力の伸長の問題がある。バング

図 5-2　北東地方の連結性

（出所）　各種資料をもとに作成。

コルカタコルカタ

ハルディアハルディア

ダッカダッカ

ナラヤンガンジナラヤンガンジ

アガルタラアガルタラ

チッタゴンチッタゴン
モングラモングラ

ベ ン ガ ル 湾

シットウェイシットウェイ

ミゾラム州ミゾラム州

トリプラ州トリプラ州

アッサム州アッサム州

パレトワパレトワ

カリムガンジカリムガンジ

00
00 2020 4040
2020 4040 6060kmkm

6060milemile

バングラデシュ・インド通過覚書水路

カラダン水陸輸送プロジェクト
水路
陸路

ネパール
ブータン

インド

インド

ミャンマー

バングラデシュ

パンドゥパンドゥ



170

ラデシュの対中、対印貿易は、2000 年にはそれぞれ 9.2 億ドルと 7.2 億
ドルであったが、2010 年には 70 億ドルと 24 億ドルに差が拡大し
た30）。ネパールは、インドとの水力発電所開発計画には慎重であるが、
2012 年、中国企業との間で西セティ水力発電所建設の覚書を交わし、
工事を始めている31）。ブータンは、インドが「特権的パートナー」と呼
ぶように、国防も経済もインドの支援に依存している一方、中国とは国
交を持たないが、2012 年にリオデジャネイロでツェリン・トブゲイ首
相が温家宝首相と接触を行って以来、継続的に国境画定交渉が行われて
いる。近隣諸国が中国との経済的結び付きを深めていることに、ようや
くインドは危機感を抱くようになり、自ら経済的関与を強化しようとし
ている。
　このように、インドの近隣諸国優先政策は、中印国境地帯での中国の
影響力の伸長を牽制し均衡させようという戦略的意味合いを持ってい
る。中国の「真珠の首飾り」戦略に対するインドの対応の一つと見るこ
ともできる。シン前首相が南アジア諸国との関係を負担と見なし、これ
を飛び越えて東南アジアとの連結性を求めたのに対して、モディ首相は
まず近隣諸国を固めないと中国に対峙できないと考えているように見え
る。モディ首相のルック・イースト政策の柱である「連結性」は、すぐ
れて戦略的概念である。

（2）中国との関係―動き出す国境問題
　第 1 次シン政権（2004～2009 年）期に中印間では、経済関係の急速
な伸長を基盤として、関係強化が進められた。2003 年から 2013 年の
間、両国の貿易額は 70 億ドルから 660 億ドルへと、目標値を上回るペ
ースで拡大した。2004 年以降、中国はインドにとって最大の輸入相手
国であり、第 3 位の輸出相手国である。2003 年 6 月にアタル・ビハー
リー・ヴァジパイ首相と温家宝首相との間で発出された共同宣言は「平
和五原則」（パンチシール）、「相互の懸念への敏感性や平等の尊重」と
いった伝統的な原則を掲げつつも、「共通の利益」が「相違点」を上回
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ることを見定めた新たな包括的協力を行う政治的意思を示しており32）、
2005 年 4 月には「平和と繁栄のための戦略的・協力パートナーシップ」
樹立へと至った。両国関係の質的変化をもたらしたのは、2 国間の貿
易・投資利益が増大したことに加えて、世界貿易機関（WTO）農業交
渉や気候変動枠組条約などのグローバルなルール作りが進む中で、「新
興国」として共闘することで、経済発展に対する制約を局限する必要が
生じたことがある。
　経済的には「ともに台頭する」ことを選択した両国は、国境問題解決
にも着手することを改めて確認し33）、特使による交渉を継続的に行って
きた。戦略対話、エネルギー作業部会など各種対話チャンネルが開か
れ、両軍間の協力として初の海軍合同訓練（2003 年、2005 年）、陸軍対
テロ合同訓練（2007 年）が行われた。ところが、2008 年から国境問題
をめぐる両国関係は停滞する。北東地方アルナーチャル・プラデーシュ
州におけるインドの実効支配に関して、中国側が直接・間接の非難を始

（出所）　Ministry of Commerce & Industry, Department of Commerce, Export Im-
port Data Bank をもとに作成。

図 5-3　インドの対中国貿易
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め、同州出身者に対してはホチキス止めのビザを発給するようになった
のである（いわゆるステイプルド・ビザ問題）。アルナーチャル・プラ
デーシュは、1978 年から選挙による州議会と州政権が機能しており、
1987 年にインド全国の他州と同格の州に昇格している34）。これまでも
中国はアルナーチャル・プラデーシュの南端を歴史的境界としてはいた
が、地図上の表示以外でそれを主張することはなかった。インド側は、
中国が 2010 年に明らかに国境問題解決の姿勢を後退させたとみてい
る35）。それでもシン政権は、経済問題を国境問題から分離して協力の機
運を維持しようとしてきた。2008 年以降のシン首相のスピーチには、

「中国とインドとがともに台頭すること」が可能であるというメッセー
ジが繰り返されている36）。
　BJP は、コングレス党よりも対中強硬路線をとってきており、シン
政権の対中政策が融和的であると常に批判してきた37）。しかしグジャラ
ート州首相時代のモディは、党中央の外交政策とは一線を画しており、
州独自の開発政策から、視察や投資誘致を目的とする中国訪問を複数回
行ってきた。2011 年の訪中では、国賓級の歓待さえ受けている38）。そ
のモディが選挙期間中、アルナーチャル・プラデーシュ州での応援演説
で、「中国の拡張主義的思考」という言葉を用い、「いかなる権力もイン
ドからアルナーチャル・プラデーシュを奪取し得ない」と述べたこと
は、対中強硬政策への転換を意味するものではないかと注目を集め
た39）。現在のところモディ首相が実利的な対中政策をとるであろうとの
見方でインドと中国の論者はほぼ一致しているが40）、経済協力と国境問
題での硬軟使い分けは、モディ政権の基調となるであろう。
　9 月 17 日から 3 日間にわたる習近平国家主席の訪印は、こうした使
い分けを具現している。モディ首相は、通常のプロトコルを破って、グ
ジャラート州の州都アハメダバードで習近平国家主席を出迎え、41）中国
の産業パークをグジャラートに設立することが合意された42）。共同声明
には、向こう 5 年間での中国からの対印投資 200 億ドルが盛り込まれ、
インド側ではインフラ部門と製造業部門への投資が期待されている。ま
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たインドにとって懸案となっている貿易
不均衡の改善に取り組むことも盛り込ま
れた。モディ首相自ら、この訪問を「イ
ンド・中国の特別な相乗効果を持つ千年
に向けて」の英語表記の頭文字を取った

「マイルへの 1 インチ」との標語で43）、
成果を強調している。一方でモディ首相
は、国境問題については強い姿勢を示し
た。習近平国家主席訪問直前の 9 月 13
日、ラダックのチュマル・セクターにお
いて、300～800 人と報道される人民解
放軍が実効支配線の越境を行い、17 日
に現地部隊指揮官によるフラッグ・ミー
ティングが行われたが、越境状態は解消しなかった。中国によるこうし
た行動は、中印の要人往来時の恒例となっているが、今回インド側は越
境事案を穏便に黙秘することなく、17 日の首脳会談において直接取り
上げた。これを受けて習近平国家主席は、当日の講演において、国境の
画定と問題の解決が速やかに行われることを希望すると述べざるを得な
かった。モディ首相の強い対応は、BJP の支持基盤である RSS からの
圧力によるものであったともいわれている44）。
　習近平国家主席の訪印を含むこれまでのモディ政権の行動から、イン
ドの対中政策の方向性は以下のようにまとめられる。第 1 に、2 国間の
経済関係の強化、およびグローバルな経済問題における協力は、シン政
権の路線を踏襲しつつ、協力から得られる中印間の相対的利得の差には
敏感に反応していくであろう。例えば 2014 年 7 月、BRICS サミットで
合意された BRICS 開発銀行に関するインドの立場は、IMF や世界銀行
など既存の国際金融システムへの異議申し立てという点では中国と共闘
しつつも、中国が最大の出資国となることにはロシア、ブラジルと共に
反対し、5 カ国による平等の資本金拠出の合意にこぎ着けた45）。また、
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習近平国家主席訪印の際に発出された共同声明において、バングラデシ
ュ・中国・インド・ミャンマー 4 カ国による BCIM 経済回廊の枠組み
における協力が言及されたが、中印間では「連結性」という言葉は一切
使用されていない点には注目を要する46）。
　第 2 に、国境における越境事案に対しては、強い対応をとっていくで
あろう。特に、2008 年に浮上したアルナーチャル・プラデーシュの領
有問題に関しては一切の妥協をせず、中国が単なる取引材料に使うこと
も許容しそうにない。2014 年 10 月、ラージナト・シン内相は、インド
の武装警察であるインド・チベット国境警察の国境ポストを新たに 54
増設すること、またアルナーチャル・プラデーシュ州内の国境沿いの道
路等インフラ整備のために 17.5 億ルピーの予算を実行することを発表
した47）。第 3 に、中国の海洋進出に関しては、インドはまず海軍の近代
化で対応しようとしている。中国のスリランカ、モルディブとの関係強
化を注視しているところではあり、これに対応した第 2 弾の「近隣諸国
政策」を打ち出していくだろう。中国を念頭に置いて海洋協力が進展し
ているという点では、ベトナムとの関係が注目に値する。2014 年 10 月
に訪印したグエン・タン・ズン・ベトナム首相に対してモディ首相は、
インドからの艦艇取得のために 1 億ドルを限度とする借款供与を行うこ
とを約束した48）。またインドの石油ガス開発公社とベトナムのペトロ・
ベトナムとの間で、南シナ海において新たに二つの鉱区で資源開発を共
同で行う覚書（MoU）が署名された49）。

（3）米国との関係　―　2国間の摩擦、地域安保戦略での一致
　米印の戦略的パートナーシップ関係は、2008 年の原子力協力協定で
最高到達点に達した。2010 年に訪印したバラク・オバマ大統領は、イ
ンドの国会において、強いインドは米国の利益であることを再確認し、
インドが国際社会において役割を果たすことを支持するというメッセー
ジを発信した。
　防衛・安全保障の分野におけるパートナーシップの進展は、共同訓練
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と装備協力を見れば明らかである。米印間では、年間多数の共同訓練が
行われており、海軍の「マラバール」、空軍の「コープ・インディア」、
陸軍の「ユード・アビヤス」などが定期化されている。
　米国からインドへの装備供与は、2002 年のファイヤー・ファインダ
ー・レーダー（AN/TPQ-37）を皮切りとして、C-130 輸送機、ドック
型輸送揚陸艦トレントン、P-8 哨戒機、C-17 輸送機など、大規模な供
与が進んできており、2011 年度、米国からインドへの装備輸出契約額
は 45 億ドルと、米国にとって第 3 位の装備輸出相手国となった。
　しかし、2011 年 4 月、インドが多目的戦闘機（MMRCA）126 機調
達の機種選定の対象となっていた 6 機種の中から英独伊西共同開発のユ
ーロファイター・タイフーンと最終的に選定されることになる仏ダッソ
ーのラファールの 2 機種に絞った際に、ロッキード・マーティンの
F-16 とボーイングの F/A-18 を選外としたことは、米国に大きな衝撃
を与えた。インドは、米国の技術開示が不十分であると判断したのであ
るが、米国では大きな失望が広がった。米国からすれば、原子力協力協
定は、グローバルな不拡散に対する前例のない例外を認めるための交渉
に多大な労力を払い、また商務省の規制品リストを改正してまで、イン
ドへの技術移転の道を開いてきたのであり、インドからの見返りを期待
するのも当然であった。米国政府関係者や米印関係に尽力してきた戦略
コミュニティからは、インドは「戦闘機に投資するが、戦略的関係には
投資しない」という見方がなされた50）。
　2000 年代の関係進展が早すぎたために避けられなかったことではあ
るが、インドの自己利益に基づく行動、あるいは米国の過剰な期待が充
足されないことが、直ちに双方によって「後退」と受け止められる状況
にある。米国から見ると、初期投資にもかかわらず、期待通りインドに
参入できない。インドから見れば、米国はインドの利益や制度への考慮
が足りない。装備品のみならず、貿易分野全般、特に知的財産権をめぐ
る摩擦、インドの市場開放問題などが重なって、両国関係には閉塞感が
ある。
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　こうした、2 国関係の構造的な問題に加えて、モディ政権下のインド
と米国との関係はマイナスからスタートしていた。モディ首相はグジャ
ラート州首相の任にあった 2002 年、同州で発生したヒンドゥー・ムス
リム間の暴動に関与したことが疑われていたため、米国は 2005 年にモ
ディ州首相のビザ申請を認めなかったのである。
　モディ政権が成立すると、米国は関係構築に動き、ジョン・ケリー国
務長官とチャック・ヘーゲル国防長官を相次いでインドに派遣した。ケ
リー国務長官の訪印は、第 5 回戦略対話が目的であったが51）、同行した
ペニー・プリツカー商務長官が同席して行われたアルン・ジャイトリー
印財務相との会談では、貿易問題が主要な議題となった52）。ケリー長官
は、WTO の貿易円滑化協定採択に向けて、ジャイトリー財務相やニル
マラ・シタラーマン印商務担当閣外相に働きかけたが、訪印と同日の
2014 年 7 月 31 日に開催された WTO 一般理事会において、インドは反
対の立場を変えなかった53）。
　8 月 7 日のヘーゲル国防長官の訪問の主要な目的は、装備輸出を加速
化させることであった。ヘーゲル国防長官は、過去 6 年間に 90 億ドル
の装備品取引に関わる契約が成立していることに触れ、「我々の国防協
力を単なる売買関係から共同生産、共同開発、技術交流へと進め、国防
産業におけるパートナーシップを固めることによって、より多くのこと
ができるはずである」と述べて、インド側の技術移転への要望に理解を
示した54）。ヘーゲル国防長官の訪印は、2012 年に設置された「国防技
術・貿易イニシアティブ」（DTTI）を再活性化させるという合意をも
たらした55）。
　9 月末、モディ首相は国連総会の折に米国を公式訪問した。首脳間で
発出された共同声明には、2005 年の「米印国防関係の枠組み合意」の
更新、DTTI の強化、インド国防大学設置計画への米国の協力、航行の
自由の目的のためのインド海軍との技術協力および共同演習「マラバー
ル」の拡大・高度化が盛り込まれた56）。しかし、「拡大・高度化」が日
本など参加国の拡大を示すのか内容の高度化を示すのかは明らかにされ
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ず、また「インド海軍との技術協力」の内容も特定されていない。また
とりわけ装備協力については目玉プロジェクトに欠ける感がある。
　一方、地域安全保障に関しては、両国間の利益の収斂が見られる。例
えば共同声明は、対テロ協力として、アルカイダと並んで、ラシュカー
レ・タイバ、D カンパニーなどインドが特に注視しているテロ組織の
ネットワーク破壊に加え、ムンバイ・テロの犯人を法の下で裁くように
パキスタンに名指しで呼びかけている。また、「グローバル・地域にお
ける協力」の項目では、インドの「アクト・イースト」と米国の「リバ
ランス」との重なりが意識され、日米印対話を外相級に格上げするこ
と、インフラの連結性、経済回廊を加速させること、アフリカやアフガ
ニスタンにおける協力、が挙げられている。海洋の安全と航行の自由に
関する項目では、米印間の共同声明としては初めて南シナ海問題に言及
し、関係国に「自国の主張を通すための武力の行使や武力による威嚇」
を避けるように呼びかけている。
　このように米印両国は、中国やアフガニスタン情勢を念頭に置いた地
域秩序構想では戦略的利益を共有しながら、装備協力で具体的な成果を
あげることが難しくなっている。その理由は、貿易摩擦との類推で考え
れば容易に理解できる。インドが対等なパートナーとして成長すればす
るほど、米国は対等なビジネスの相手として保護主義的な措置の撤廃を
求める。同様に、原子力協力や装備協力においてもインドの例外扱いは
認めないということであり、標準的でないインドの原子力損害賠償法や
防衛情報保護協定の不備が争点となる57）。これは米印関係が成熟してき
た証しともいえる。モディ首相訪米後に、WTO の貿易円滑化協定に関
する対立が解消されたように、2015 年 1 月 26 日の共和国記念日の主賓
として訪印するオバマ大統領とモディ首相との間で、防衛分野の協力も
新たな展開が期待されている。
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3　国防改革のゆくえ� ◢
（1）2000年以降の国防生産改革とその問題点
　インドは経済成長を背景として、国防費の増加を続けており、過去
10 年で国防費は 163 億ドル（2003～2004 年度）から 474 億ドル（2013
～2014 年度）へと増大した58）。このうちおよそ 4 割が資本支出（日本
の物件費に類似）として装備の購入や研究開発に割り当てられており、
2000 年代に入って、インドはようやく国防近代化に財源を投入できる
ようになったといえる。
　インドは 2010 年、中国を抜いて世界最大の装備輸入国となった。
2008 年から 2012 年の 5 年間の装備輸入は、その前の 5 年間の 59％ 増
となっており、世界の装備輸入に占めるシェアは 12％ となった59）。し
かし、近年の大型の装備輸入案件の一方で、装備の国産化が進んでいな
いことが、国内外の論者から指摘されている60）。インドは、装備の 70
％ を国産品で賄うという目標を掲げながら、実際は 70％ を輸入に依存
している61）。2012～2013 年度の装備の輸出は、46 億ルピー（8,400 万ド
ル）にとどまっている62）。
　装備国産化政策は、開発・生産期間が計画を大幅に超過し、その間に
コストが増大するという失敗を繰り返している。例えば、国産戦車第 1
号となったアルジュンは、1974 年に設計が開始されたにもかかわら
ず、エンジンの過熱、輸送能力を超える重量などの問題が次々に生じ、
陸軍に引き渡されたのは 2004 年となり、当初見積もりの 20 倍の価格に
なったといわれている63）。現在も搭載ミサイルが軍の要求性能を満たさ
ないという問題が生じている64）。また、1983 年に開始された国産軽戦
闘機テジャスは、2008 年に国産のエンジンを断念して 2011 年に配備予
定であったが、運用のための最終クリアランスを 2014 年中に取得でき
なかった65）。
　こうした装備開発・生産の遅れ、コスト増大の最大の要因は、国防産
業が公共部門の独占状態に置かれていることにある。インドの装備開
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（注）　　当該年の為替レートによりドル換算。
（出所）　SIPRI Military Expenditure Database をもとに作成。

図 5-4　国防費の推移
（百万ドル）
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図 5-5　装備輸入先（主要 4 カ国）

（注）　　1990 年購買力平価によりドル換算。
（出所）　SIPRI Arms Transfers Database をもとに作成。
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発・生産は、以下のような組織立てになっている。国防省の下に、防衛
局と横並びで国防生産局、国防研究開発局が置かれ、それぞれ生産、開
発を担当する。国防研究開発局所轄の DRDO は、5,000 人の科学者を含
む 30,000 人の職員を擁し、国防予算のおよそ 5.5％ を割り当てられて
いる66）。DRDO の職員から国防研究開発次官に登り詰めた科学者アブ
ドゥル・カラームが、2002 年に大統領に選出されたことは、国防研究
開発部門の権威の高さを象徴している。DRDO はアルジュンやテジャ
スの国産化のほか、ミサイル、レーダーなど複数のプロジェクトに関わ
っている。国防生産局が管轄する国防生産企業には、兵器工廠と、国防
公共セクター受注企業（DPSU）の 2 種類がある。兵器工廠とはインド
各地に点在する 40 ほどの生産工場の総称であり、戦車、火砲、弾薬、
軍服などを生産する。DPSU とは、ヒンドゥスタン航空（HAL）、バー
ラト電子（BEL）、マザゴン・ドック（MDL）など 9 つの企業を指す。
DRDO や国防公共セクター企業は、研究開発において一定の成果を上
げてはいるが、技術の取得に重点を置いており応用を軽視しているとい
う批判が、近年退役軍人を中心とした国防研究者から盛んになされるよ
うになってきた67）。また、開発・製造の期間が計画を大幅に超過するの
も、市場競争が働かないためである。例えばテジャスの製造を受注して
いる HAL は、そもそも年間 4 機の製造能力しか持たず、年間 8 機製造
というテジャスの計画を満たすことができない68）。
　こうした国防産業の問題点については、政府も認識しており、2001
年からさまざまな改革が試みられてきた。一連の国防生産改革は、技術
移転と生産基盤の強化を追求するものであり、その手段として対内直接
投資とオフセットを明確に位置付けているところに特徴がある。政府は
まず、2001 年、国防産業をライセンス制でインドの民間企業に 100％
開放した。海外企業の資本参加には 26％ という上限が定められていた
が、この方針は製薬業やホテル・観光業など他の産業部門における対内
直接投資 100％ 開放と共に発表されていることから、政府の狙いが海外
の国防企業の参入にあったことは間違いない69）。
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　技術移転を実現する手段としてオフセット契約を利用する方式は、装
備品の調達手続きの整備とともに進んできた。国防省は 2002 年に初め
て『国防調達手続き』（DPP）を発表し、「海外調達」「海外調達の後、
技術供与による国内生産」という 2 つの調達方式を明確化した。
DPP 2006 年版は、3 つ目の調達方式である「国内生産」を加えるとと
もに、海外調達を伴う 30 億ルピーを超える調達契約に対して 30％ のオ
フセット取引を義務付けた70）。オフセットの方式としては、インドの国
防企業から物やサービスを購入する「直接取得」、またはインドの国防
企業のインフラ整備や共同生産・共同開発のために直接投資を行う「対
内直接投資」が定められ71）、特に後者の形態による技術移転が期待され
ている。国防省が「海外調達」を認めるケースは例外的であり、多くの
場合は、ライセンス生産を伴う「海外調達の後、国内生産」の契約にな
るが、多目的戦闘機 126 機のような大型の装備移転では、50％ のオフ
セット契約が要求されているといわれている72）。
　続いて、国防産業部門に市場原理を導入する試みとして、2007 年国

表 5-1　国防公共セクター受注企業（DPSU）
（百万ルピー）

名　称 資本金 売上高（2012-13） 利益（2012-13）

ヒンドゥスタン航空（HAL） 1,205 143,240 29,970

バーラト電子（BEL） 800 60,120 8,900

バーラト・アース・ムーバー
（BEML） 418 32,898 799

マザゴン・ドック（MDL） 1,992 24,050 4,127

ガーデン・リーチ造船・エンジ
ニア（GRSE） 1,238 4,643 1,315

ゴア造船所（GSL） 291 8,441 156

バーラト・ダイナミクス（BDL） 1,150 10,747 2,884

ミシュラ・ダトゥ・ニーガム
（MIDHANI） 1,833 5,586 825

ヒンドゥスタン造船所（HSL） 3,020 4,838 ▲552

（出所）　Ministry of Defence, Annual Report, 2012-13, p. 95; 同 2013-14, p. 80 を
もとに作成。



182

防省は選抜した民間企業を「指定優良企業」に認定して国防公共セクタ
ー企業並みの待遇を与えると発表した。応募した 40 社ほどの企業から
12～13 社が選定されたと報道され、タタ自動車、マヒンドラ、タタ・
コンサルタント、インフォシスなどの社名があがった。しかし、国防公
共セクター企業の労働組合の反対を受けて、「指定優良企業」の最終認
定は見送られ、その後この枠組みは立ち消えとなった73）。
　インド商工会議所を中心とするインドの産業界からの市場開放要求
と、国防公共セクター企業側の抵抗の双方を受けて、2011 年に国防省
は改めて『国防産業政策』を発表した74）。16 パラグラフからなる短い
政策文書は、国防における「自存」の原則を改めて確認したうえで、装
備品の設計、開発、製造において「国産」を優先とすると明言し、イン
ドの産業が軍の要求性能を満たした装備を期間内に引き渡し不可能な場
合にのみ海外からの調達に切り替える、としている。また、国防生産基
盤を構築するために、インドの民間企業の参与を積極的に奨励するとし
ている。国防公共セクター企業の既得権を保護しながらも民間活力を導
入する試みとして、国防省は国防公共セクター企業と民間企業との合弁
という方針を打ち出した。2012 年に発表された「国防公共セクター企
業による合弁設立のガイドライン」では、合弁企業が国防公共セクター
企業の利益を侵さないように出資協定の中で国防公共セクター企業側に

「アファーマティブな権利」を留保すべきことを示している75）。
　このように、2001 年以降、海外企業からの直接投資により技術移転
を進めるとともに、インドの民間企業の参入により国防部門の効率化を
狙うという方向性が定着しているが、DRDO や国防公共セクター企業
の既得権益には踏み込まない漸進的な改革が行われている。政策の効果
として、2014 年 9 月現在、131 の民間企業が商工省からライセンスを取
得済みであり、46 のライセンス企業がすでに生産を開始していると伝
えられている。また、33 件の対内直接投資・合弁案件が承認され成立
している76）。しかし、インドへの対内直接投資が大きく伸びる中で、
2014 年 9 月現在の国防部門への直接投資は 494 万ドルにとどまり、全
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直接投資の 0.02％ を占めるに過ぎない。
　海外企業にとっては、技術移転の厳格な要請に加えて、参加が 26％
に制限されていることは大きなリスクとなりかねない。そして、そのよ
うなリスクを嫌った企業が調達提案要求書を受け取ってから入札を断念
したり、落札後の交渉中に最終契約を断念したりするケースが見られ
る。例えば BAE は、艦艇用の Mk45 62 口径軽量砲の契約 150 億ルピ
ーの入札を断念したが、その理由は、自らの監督のおよばないインドの
公企業であるバーラト重電機が行う品質管理や引き渡し期限の管理にま
で責任を負うことは、利益に見合わないと判断したためである77）。
　また、国産技術にこだわる余りに、生産過程に遅れが生じているケー
スとしては、仏 DCNS の技術供与により、インドの国防公企業である
マザゴン・ドックが建造予定の潜水艦スコルペーネが挙げられる。2005
年 10 月に契約が成立し、2012 年中に引き渡しの予定であったが、複数
の要因で建造の遅れが生じている。その 1 つはマザゴン・ドックによる
材料や部品の調達手続きの複雑さであり、かつ単一メーカーの製造品に
依存していることである78）。また、DRDO による大気非依存型推進

（AIP）システムの開発が遅れていることもあり、DCNS 側は、フラン
ス製の AIP システムの使用を主張していると伝えられている79）。

（2）モディ政権の国防生産改革
　モディ政権は、国防生産改革に強い意欲を示している。マニフェスト
の中でも「国防生産」の項目を掲げ、「インドの人材と技術力をもって
すれば、国防ハードウェア製造とソフトウェア生産の双方において、グ
ローバルなプラットフォームとして台頭することが可能なはずである」
と主張している。また「BJP は、DRDO を強化し、民間部門の参加と
投資を奨励する。特定の国防産業に関しては外国企業の直接投資も排除
しない」と公約している80）。過去の BJP のマニフェストには、国防生
産改革が取り上げられたことはなく、モディ首相の個人的イニシアティ
ブと見られる。2013 年 5 月、当時、グジャラート州首相の任にあった
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モディは、核実験 15 周年を記念して、ブログ上で核開発に携わった科
学者をたたえつつ「なぜ我々は、海外からの装備調達に多額の予算を使
わなければならないのか」と問いかけた。そして、「インドの人的資源
を国防生産に活用することを考えるべき」であり、「国防生産基盤を強
化するにとどまらず、装備を輸出することも視野に入れるべきだ」とも
書き込んでいる。
　モディ首相の考え方の中に、国防生産を重視する二重の意味が見て取
れる。第 1 は、国防技術に集約されている先進的な技術を吸収し、独自
の技術基盤の構築につなげることによって対外依存を脱却することこそ
が「強いインド」の実現であるという安全保障政策上の位置付けであ
る。第 2 は、国防産業によって雇用を確保してインドの経済発展に利用
しようとする経済政策上の位置付けである。
　政権発足後、8 月 6 日の閣議決定で、国防部門における外国資本参加
の上限を長らく固定されてきた 26％ から 49％ へと引き上げた。モディ
政権による「メイク・イン・インディア」キャンペーンの一角に国防生
産も位置付けられており、外国資本にとって参入障壁となっている点を
改善しようとする姿勢が鮮明である。例えばインドの単一企業が 51％
の出資を行うとする制約を取り払い、高度な先進技術の移転に貢献する
のであれば、外資による 49％ を超える出資も内閣安全保障委員会の個
別の承認により認められることとなった。また 3 年間の出資の譲渡を禁
止する規定も撤廃された81）。モディ政権の経済産業政策の一環として、
民間活力を利用した国防改革が進められていくことになろうが、政権が
どこまで痛みを伴った公共セクターの改革を進められるか、国内の民間
企業が国防産業への関心を持続させるに充分な環境が維持されるか、が
その鍵となろう。
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日印特別戦略的グローバル・パートナーシップ�

　2013 年末から 2014 年を通して、日印間にはハイレベルの相互訪問の日程が多数組
まれ、双方が両国間のパートナーシップをいかに重要視しているかが示された。2013
年 12 月、天皇皇后両陛下がインドをご訪問されたのに続き、2014 年 1 月 26 日の共
和国記念日の主賓として安倍首相がインドを訪問したが、いずれも初のことであっ
た。また、5 月末に就任したモディ首相は、南アジア域外としては初の 2 国間訪問国
として、日本を訪れた。9 月 1 日、安倍首相とモディ首相との間で発出された東京宣
言は、両国関係を「特別な戦略的グローバル・パートナーシップ」に格上げした。

「特別」が付与されている戦略的パートナーシップは、日本から見ればオーストラリ
アのみであり、インドから見ればロシアのみとなる。なお、インド側はロシアには

「特別かつ特権的な」を付与しており、「特権的」が最上級の関係である。
　東京宣言には、協力項目のリストアップを超えた戦略的方向性が明確に示されてい
る。安全保障分野では、海洋安全保障に加えて装備技術協力に踏み込んでおり、救難
飛行艇 US-2 に関する協力の態様を模索する合同作業部会の加速化が盛り込まれてい
る。US-2 合同作業部会は、日本の防衛事務次官、インドの商工省次官を共同議長と
して両国の防衛、外務、経済産業担当省庁と開発企業等が協議を行う場であり、2013
年 5 月に訪日したマンモハン・シン首相と安倍首相との首脳会談の共同声明で、その
設置が合意された。すでに複数回の協議が開催されている。日印ともに制度上の課題
を抱える中で、双方の官民が解決に向けて共同作業を行う意義は大きい。インドは、
2014 年 3 月のマレーシア航空機 MH370 の捜索活動に、航空機としては C-130、
P-8I、ドルニエを派遣した82）。US-2 はインド洋におけるこうした捜索救難活動にも
貢献することができると考えられる。
　経済分野では、インフラと製
造業の発展のために日本が 5 年
間で 3.5 兆円の官民投融資を行
うことが表明された。連結性、
輸送システムの旗艦プロジェク
トである、デリー・ムンバイ産
業大動脈構想、チェンナイ・バ
ンガロール間産業回廊構想に加
え、今回「北東地方における連
結性と開発の促進」が新たに掲
げられている。東南アジアへの
海路経由での出口となるチェン
ナイ、陸路経由での出口となる
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北東地方における「連結性」に関わることを通して、日本はインドと共に「地経学」
（ジオエコノミクス）的観点から、インド洋と太平洋の地域構想に関わっているとい
える。

中印国境問題�

　中国とインドは、カラコルム山系とヒマラヤ山系をはさんで、およそ 3,500 km の
国境を接しており、そのすべてが未確定である。国境線は、東部、中部、西部の 3 つ
のセクターからなるが、見解が大きく対立するのは東部セクターと西部セクターであ
る。
　西部セクターは、インド・ジャム・カシミール州とチベットおよび新疆ウィグル両
自治区とが接する区域であり、アクサイチンと呼ばれるおよそ 38,000 km2 の領域が
係争となっている。インドはアクサイチンがカシミールの一部であると主張している
が、1957 年、中国がチベットと新疆ウィグルとを結ぶ道路を建設している。なお、
中国はパキスタンとの間で 1963 年にいわゆる「国境協定」を締結しているが、イン
ド側は、パキスタンがカシミールの一部を違法に中国に割譲したという立場をとって
いる。
　東部セクターは、ブータン以東すなわちインドが実効支配するアルナーチャル・プ
ラデーシュ州とチベットとが接する区域である。1914 年、英領インドのシムラにお
いて、英国、中華民国、チベットの代表は、チベットの地位に関する条約に合意した

（中華民国は直後に撤回）。シムラ合意に添付された、英国代表ヘンリー・マクマホン
卿が線引きした「マクマホン・ライン」を、インドは国境線の根拠としているが、中
国はアルナーチャル・プラデーシュ州の南端を慣習上の境界線としている。
　東部セクターにおける中印国境問題の起源は、チベットの中国への統合にある。
1951 年、中国がチベットを統治下に置くと、中印の緩衝地帯が消滅した。1954 年、
両国はチベットにおける利害を調整すべく「中国チベット地方とインドの間の通商・
交流に関する協定」に調印した。この協定は前文の「平和 5 原則」が有名であるが、
内容は国境問題を棚上げしつつ国境貿易および巡礼を規定するものであった。1959
年、チベットで反乱が起こり、ダライ・ラマ 14 世がインドに亡命すると、両国関係
は悪化し、1962 年、戦争にいたる。
　その後国境各地点で両国軍が対峙する事案が繰り返されたが、1988 年のラジー
ブ・ガンディー首相訪中を転機として国境問題に関する実務協議が開始された。1993
年のナラシムハ・ラーオ首相訪中と、1996 年の江沢民国家主席訪印にあわせて、国
境地域実効支配線沿いにおける信頼醸成措置を定めた 2 つの協定が結ばれた。2003
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年の共同宣言では、両国が「平等な立場での協議を通して、公正かつ合理的で、相互
に受け入れ可能な解決を求める」と述べられ、インドはチベット自治区が中国の領土
の一部であると、公式に認めた。同時に合意された国境貿易の覚書の中で、ナトゥー
ラが国境貿易の拠点と規定されたことは、中国がシッキムをインドの領土と事実上認
めたことを意味する。これは相互主義による一つの進展であった。しかし、上記宣言
に「インドは、インド国内のチベット人が反中国活動に関わることを容認しない」と
あえて述べられているように、国境問題はチベット問題と深く関わっている。
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